
（事業主の方へ）

ハローワーク札幌・札幌東・札幌北（公共職業安定所）

高卒求人申込書（手書き用）の書き方
※留意事項は求人者マイページからの申込も同様となります

求職者に対して、従事すべき業務内容、賃金、労働時間、その他の労働条件を明示することは、職業安定法第5条の３により義務付けられています。
労働条件などの明示は、労働者が職場に適応してその能力を有効に発揮するためにも、就職後のトラブルを避ける上からも重要です。
高卒の求職者はアルバイト未経験者などもいることから、誤解を生じさせないよう、正確かつわかりやすく記入していただくようお願いします。
ハローワークの窓口では、わかりやすい記入方法のアドバイスを行っていますので、お気軽にご相談ください。

また、労働条件を的確に伝えることに加えて、平均勤続年数や研修の有無および内容といった職場情報を新卒者等に提供することが、「若者雇用促
進法」によって求められており、４ページ目に記入していただきます。

✔

✔ ✔

✔

✔

✔

✔ ✔ ✔

✔ ✔

✔

✔ ✔ ✔

マイカー通勤
「可」の場合は駐車場の有無
や料金の情報を３ページ目の
「求人条件にかかる特記事
項」欄に記入してください。

必要な知識・技能等
高校生の採用は未経験者の採
用が基本です。できる限り応
募の機会を広げていただくよ
うお願いします。

通学
通学が「可」で時間配慮、賃金
補助等がある場合は、４ページ
目の「２（２）自己啓発支援の
有無及びその内容」に詳しい情
報を記入してください。

✔

１ページ目１ページ目
全国の高校への求人公開
各高等学校の進路指導教諭に対して、高卒
就職情報WEB提供サービスで事業所名等を
含む求人情報を公開することを希望する場
合には「可」を選択し、希望しない場合に
は「不可」を選択してください。

職種名
高校生に分かりやすい職種名を記入するよ
うにしてください。同一職種で複数の支店
などに分けて求人を申し込む場合は就業地
域や支店名を付記すると判別しやすくなり
ます。

仕事の内容
生徒が最も重要視する項目です。高校生に
分かりやすい言葉で記入してください。
将来異なる業務に転属される見込がある場
合は変更後の業務を明示してください

就業形態・雇用形態
・該当するものに✔を記入してください。
・「正社員以外」を選んだ場合は、右枠内
に具体的な名称を記入してください。

・無期派遣労働者については誤解を招かな
いよう「正社員」ではなく、「無期雇用
派遣労働者」としてください。

雇用期間
「定めあり」の場合は右枠内に雇用期間を
記入をしてください。有期雇用契約の通算
契約期間または更新回数に上限あり、若し
くは条件付きで更新の場合は特記事項欄に
更新上限や更新の条件を明示してください。

試用期間
試用期間がある場合や試用期間中の労働条
件が異なる場合は３ページ目の「補足事
項」欄に試用期間の⾧さや異なる労働条件
の詳細を記入してください。

就業場所
複数拠点の採用を一括処理する等により、
求人申込時に就業場所が特定できない場合
は、就業の可能性がある支店等を列記し、
３ページ目の「補足事項」欄に就業場所の
決定方法や決定時期を記入してください。
将来雇入れ時と異なる就業場所に転属され
る見込がある場合は「転勤の可能性」の
「あり」にチェックし、転勤範囲を明示し
てください（特記事項欄に記入可）。

受動喫煙対策
・受動喫煙対策の有無を選択してください。
なお、「その他」を選択した場合は、
「受動喫煙対策に関する特記事項」に詳
細を記入してください。

・「受動喫煙対策」で「喫煙室設置」を選
択した場合は、「受動喫煙対策に関する
特記事項」に「喫煙室あり（加熱式のみ
可）」等を記入し、喫煙可能区域での業
務の有無を表示してください。



あらかじめ事業所の住所を管轄するハローワークにおいて事業所登録が必要です。

✔

定額的に支払われる手当（ｂ）
「定額的に支払われる手当」とは、毎賃金支
払時に全員に決まって支給される賃金をいい
ます。定額的に支払われる手当の他、家族手
当、皆勤手当等、個人の状態・実績に応じて
支払われる手当等がある場合は、３ページ目
の「求人条件にかかる特記事項」にその内容
を記入してください。

✔

✔ ✔

✔
✔

✔

✔

✔ ✔

✔

✔ ✔ ✔
✔

✔ ✔ ✔ ✔

✔

✔
✔ ✔
✔ ✔

✔

２ページ目２ページ目

✔

基本給（ａ）
「基本給」欄には、初任給の額を記入してください
（固定残業代や各種手当は含めないでください）。
※月平均労働日数＝（365-年間休日数）÷12
（小数点第2位以下切り捨て）となります。

月給制の場合にはその額を、月給制以外の場合には
月平均労働日数等から算出した月額を記入してくだ
さい。年俸制の場合は月々の配分支給額または年額
を１２で割った額を記入してください。

賃金形態等
・月給･･･月額を決めて支給するもの
・日給･･･日額を決めて、勤務日数に応じて
支給するもの

・時給･･･時間額を決めて勤務時間数に応じ
て支給するもの

・年俸制･･･年額を決めて、各月に配分して
支給するもの

・その他･･･具体的に明示してください。

固定残業代（ｃ）
固定残業代がある場合は「あり」を選択し、
その金額や手当の名称、相当する時間数を
記入します。固定残業代単価は月給固定額
×１２ヶ月÷年間所定労働時間数×1.25に
より計算します。

現行・確定
記入した賃金に応じて、「現行」か「確
定」のいずれかを選択してください。
「現行」:申込み時点で賃金額の確定が困
難な場合、当該年の新規高等学校卒業者採
用者の現行の賃金額とします。

昇給制度・賞与制度
昇給制度や賞与制度は制度の有無に加え、
前年度の実績を可能な範囲で記入します。
労働者によって昇給幅や賞与支給月数が異
なる場合は、月数等は記入せずに、３ペー
ジ目の「求人条件にかかる特記事項」に
「昇給・賞与は会社の業績と本人の評価に
よる」などと記入します。

就業時間
法定労働時間にご注意ください。時間外労
働の時間が⾧い場合や変形労働時間制を採
用している場合は各種届出を確認させてい
ただく場合があります。
・「パターン」１には通常の就業時間帯を
記入します。

・「パターン」２及び３には特定の曜日の
就業時間やその他の就業時間パターンを
記入し、その内容を３ページ目の「補足
事項」欄に記入します。

・「フレックスタイム制」について、
「パターン」１に標準となる一日の就業
時間を記入し、 ３ページ目の「補足事
項」欄にフレキシブルタイム・コアタイ
ムの就業時間帯を記入してください。

・「裁量労働制」について
３ページ目の「補足事項」欄に、「裁量
労働制（○○業務型）により、出退社の
時刻は自由であり、○時間勤務したもの
ととみなす」等記入してください。
裁量労働制の場合は「パターン」１に具
体的な就業時間について記入する必要は
ありませんが、 「パターン」１に記入す
る場合は、実態・目安であることを３
ページ目の「補足事項」欄に記入してく
ださい。

・「変形労働時間制」について、
特に指定がなければ「パターン」１に具
体的な就業時間を記入する必要はありま
せんが、３ページ目の「補足事項」欄に、

（１ヶ月単位変形の場合は）
「変形労働時間制により始業は●時～●時、
終業は●時～●時とし、シフト制で決定
する」

（１年単位変形の場合は）
「変形労働時間制により繁忙期（●月～●
月）は土曜日隔週休み、閑散期（●月～
●月）は土日祝休み、年間所定労働時間
数●●●●時間」など、具体的に記入し
てください。

休日等
「週休二日制」欄には、以下の区分により選択し
てください。
「毎週」・・・完全週休二日制を実施している場

合
「なし」・・・週休二日制を実施していない場合
「その他」・・それ以外の形態で週休二日制を実

施している場合
年末年始休暇や夏季休暇など特別な休暇がある場
合は、「その他の休日・・・」欄に記入してくだ
さい。

入居可能住宅
・従業員のために用意している住宅が入居可能
な場合には、該当する項目「単身用あり」また
は「世帯用あり」を、入居可能な住宅がない場
合は「なし」を選択してください。なお、利用
条件や宿舎費用などの詳細や、現在は利用不可
能だが空きが出れば利用可能な住宅がある場合
などは３ページ目の「求人条件にかかる特記事
項」欄に記入してください。



✔

３ページ目３ページ目

✔

✔ ✔ ✔

✔ ✔

✔

✔

✔

✔

✔

求人数
求人者が入居可能住宅を用意しな
い場合には「通勤」、求人者が用
意した住宅に入居することを応募
の条件とするときは「住込」、通
勤・住込どちらでも応募可能な場
合は「不問」に記入してください。
※新規高卒者の採用人数であり、
大卒者や中途採用と共通の採用枠
とすることはできません。

既卒者等の入社日
１ページ目の「既卒者の応
募」欄で「可」を選択した
場合は、「既卒者等の入社
日」欄に入社日等を記入し
てください。入社日を指定
しない場合は「選考開始後
随時」等にチェックします。

応募前職場見学
生徒に応募先選定・確認の機会をできる限り与えるため、積極的な受入れをお
願いします。「応募前職場見学」の可否について、「可」を選択した場合には、
「随時」又は「補足事項欄参照」を選択し、「補足事項欄参照」を選択した場
合には４ページ目の「補足事項」欄に詳細を記入してください。
なお、応募前職場見学は、生徒が事前に職業や職場への理解を深め、適切な職
業選択や、事前の理解不足による就職後の早期離職の防止を目的として行って
いただくものです。このことをご理解いただき、応募前職場見学が求人者の採
用選考の場とならないよう十分にご注意ください。

選考方法（その他）
選考方法において、その他を選択した場
合は、詳細を「その他」欄に記入してく
ださい。また、適性検査の具体的な検査
名や作文テーマなども記入してください。

受付期間・選考日
高校生の推薦開始期日は、推薦文書の到
達が９月５日以降となっています。
また、選考・採用内定は９月16日以降と
なりますのでご注意ください。受付期間
の末日を定めない場合、求人の有効期間
は翌年6月30日までとなります。

担当者
各高校からはこちらに記入した担当者あ
てに問い合わせの連絡や応募書類の送付
がありますので、実際に担当される方を
記入するようにしてください。

補足事項
求人条件にかかる特記事項
各欄に書ききれなかった内容や応募上の
注意事項などを記入してください。
また、新規学卒者の入社日については、
４月1日が一般的ですが、異なる場合は、
「補足事項」欄に記入してください。
有期雇用契約の期間及び契約更新の回数
に上限がある場合や、条件付き契約更新
の更新条件、入職当初の就業地から異動
がある場合の転勤範囲は「特記事項」欄
に明示します。
なお、ハローワークが情報を追加する場
合がありますので、あらかじめご了承く
ださい。

複数応募
北海道では申合せにより10月末までは生
徒一人あたり１社の応募に制限されてい
ます。11/1以降は２社まで同時応募を可
能としています（就職面接会はこの限り
でなく２社以上に応募できます）。
他社への同時応募を認める場合は「可」、
認めない場合は「不可」を選択してくだ
さい。

指定校推薦
応募できる学校を指定する場合はこちら
に記入します。原則「全国の高校への求
人公開」は「不可」となります。
記入された内容は求人票には表示されま
せんので、求人票へ表示したい場合は、
「補足事項」欄や「求人条件にかかる特
記事項」欄を利用してください。

各項目の留意事項は求人者マイページによる場合も共通となります。

高卒求人を「求人者マイページ」から提出される場合のご注意
求人者マイページから高卒求人を申込む場合も、各項目への入力は紙の申込書への記入と同様と
なります。令和6年4月1日以降、職業安定法施行規則改正により「業務内容変更の有無と、将来
的に雇入れ時と異なる業務に配置される見込がある場合の転換職種の明示」 「将来的に雇入れ
時と異なる就業地となる場合の転勤範囲の明示」 「有期雇用契約で通算契約年数や契約更新回
数の上限がある場合及び契約更新に条件がある場合の年数・回数・条件の明示」が義務づけられ
ますので、過年度に提出した高卒求人のデータを転用して仮登録する際はご注意ください。

求人者マイページ
ご利用の場合は
こちらもご覧
ください
（北海道労働局
ホームページ）



✔

４ページ目４ページ目

✔

✔

✔

✔

前事業年度の月平均所定外労働時間の算出方法
前事業年度の労働者毎の一月あたりの所定外労働時間の平均値を合計した値を、労働者数で除して算出します。
（管理的地位にある者については、算出対象から除いて差し支えありません。）

前事業年度の月平均所定外労働時間＝
労働者ごとの一月あたりの所定外労働時間の平均値の合計

前事業年度の労働者数
※月平均所定外労働時間は以下の計算方法で算出しても差し支えありません。

前事業年度の月平均所定外労働時間＝
前事業年度の所定外労働時間の合計

各月１日に在籍している労働者の延べ人数

前事業年度の有給休暇の平均取得日数の算出方法
労働者ごとの年次有給休暇の取得日数を合計した値を、労働者数で除して算出します。
（管理的地位にある者、有給休暇が付与されていない者については、算出対象から除いて差し支えありません。）

前事業年度の有給休暇の平均取得日数＝
前事業年度の労働者ごとの年次有給休暇の取得日数の合計

前事業年度の労働者数

情報の範囲

募集しようとする求人の雇
用形態に合わせて、企業全
体の正社員又は正社員以外
（期間雇用者や派遣等）の
情報を提供してください。
海外支店等に勤務している
労働者については除外した
情報としてください。
原則として、求人申込書の
記入日時点の最新の状況に
ついて記載してください。

青少年雇用情報は可能な限り全ての項目を記入するようにしてください。
・数値を算出して記入する項目について
は、小数点第２位を切り捨て、小数点
第１位まで記入してください。
・「企業の職場能力の開発及び向上に関
する取組実施状況」については、制度
として就業規則や労働協約に規定され
ていなくても、継続的に実施していて
、そのことが従業員に周知されていれ
ば「あり」と記入してください。

新卒者等の採用者数／離職者数
大卒等を含むすべての新卒者のほか、新卒
者と同じ採用枠で採用した既卒者など、新
卒者と同等の処遇を行うものを含みます。
直近で終了している事業年度を含む３年度
間について記入してください。離職者数は、
各年度の採用者数のうち、記入日現在にお
ける離職者数を記入してください。

平均勤続年数
従業員の平均年齢
「平均勤続年数」欄は、記入日現在におい
て労働者一人ひとりの勤続年数を合計した
値を、労働者数で割って算出します。
「平均年齢」欄は、記入日現在の労働者一
人ひとりの年齢の合計を、労働者数で割っ
て算出します。
いずれも、事業年度末時点、事業年度当初
等、求人申込書記入日直近の数値としても
差し支えありません。

研修の有無及びその内容
具体的な対象者や内容を記入してください。
全ての研修の内容を書き切れない場合は、
主な研修内容のみ記入してください。

キャリア・コンサルティング制度
の有無及びその内容
キャリアコンサルティングとは労働者の職
業の選択、職業生活設計または職業能力の
開発や向上に関する相談に応じ、助言や指
導を行う。資格の有無や自社担当者による
もの・外部委託を問いません。

前事業年度の
育児休業取得者数／出産数
・育児休業取得者数及び出産者数について、
いずれも記載してください。
・男性については、配偶者の出産者数を記
載してください。

役員及び管理的地位にある者に占める女性の割合
・求人区分に関わらず、企業全体に雇用される全ての労働者に関す
る情報としてください。「管理的地位にある者」とは、原則として
いわゆる課⾧級以上が該当します。
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